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【はじめに】
　本研究の目的は，当院における膝前十字靱帯（以

下ACL）再建術後の再受傷について学生スポーツ

選手を対象に調査を行い，その傾向を明らかにする

ことである．

【対象と方法】
　2011年 1 月から 2013年 12月の 3 年間に ACL

再建術を施行され，当院で術後リハビリテーション

を行った症例は 255例であった．そのうち当院関連

病院において膝屈筋腱を用いた 2 重束再建術を施

行された症例で競技スポーツ復帰を目標とする学生

（中学，高校，大学・専門学校生），かつ術後 6 ヵ

月以上の経過観察が可能であった 91 例（男性 21 例，

女性 70例）を対象とした．再建術時の年齢は 16.2

±1.4 歳（14 ～ 21 歳），術後経過観察期間は 13.5±

5.4 カ月（いずれも平均 ± 標準偏差）であった．対象

のスポーツ競技種目は男性ではバスケットボール，サ

ッカー，ハンドボール・ラグビーの順に多く，女性で

はバスケットボール，ハンドボール，バレーボールの

順に多かった（図 1）．再建症例数が最も多かった競

技種目は女子バスケットボール（41 例）であり，対

象の 45％を占めていた．

　術後リハビリテーションプログラムは，術後 2 週

よりACL用膝硬性装具を装着下で全荷重歩行許可，

術後 3 ヵ月でジョギング開始，術後 6 ヵ月からノン

コンタクトでの競技練習を徐々に開始とした．以降，

原則的にはノンコンタクトスポーツは術後 8 ヵ月，コ

ンタクトスポーツ・女子バスケットボールは術後 10 ヵ

月以降での完全復帰を目標とした．

　本研究では再建靱帯再断裂および対側 ACL 損傷

の受傷数，受傷率，スポーツ競技種目について調査

を行った．さらに再建靱帯再断裂例の初回再建時

の年齢，性別，再建から再受傷までの期間，再受

傷直前の理学所見（徒手不安定性テスト，等速性膝

伸展・屈曲筋力），初回受傷・再受傷機転，再受傷

時期について調査した．
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図 1 ： ス ポ ー ツ 競 技 種 目 の 内 訳  
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【結果】
　再建靭帯の再断裂は 91例中 5 例，再断裂率は

5.5％であった．また，対側 ACL を損傷した症例は

3 例，3.3％であった．再建靱帯を再断裂した 5 例

の性別は男性 1 例，女性 4 例であり，対側 ACL 損

傷の 3 例は全例女性であった．スポーツ競技種目別

の受傷数は再建靭帯再断裂がバスケットボール 4 例，

サッカー1 例，対側 ACL 損傷がバスケットボール 2

例，柔道 1 例であった．最も再建症例数の多い女子

バスケットボールの再受傷は 41 例のうち再建靭帯再

断裂が 3 例で再受傷率は 7.3％，対側 ACL 損傷が

2 例で受傷率は 4.9％であった．

　再建靭帯再断裂例の再受傷までの期間は術後 7

ヵ月から15 ヵ月であった（表 1）．再受傷直前の理

学所見では，全例，膝関節の炎症所見や不安定性

等は認められず，等速性膝伸展・屈曲筋力 (Biodex 

system 3) の健患比は術後 6 ヵ月時に測定した症例

5 を除き，概ね 80％以上であった .

　再受傷時の受傷機転については，全例初回受傷

と同じスポーツ競技活動中に受傷していた（表 2）．

そのうち女性 4 例は初回受傷・再受傷ともにカッティ

ング動作などの非接触型の受傷であり，再建術から

13 ヵ月以内で，部分復帰時期から復帰後 3 ヵ月以

内の時期に再受傷していた．

【考察】
　ACL 再建術後の再受傷について Paterno ら 1) は

術後 2 年における再受傷は 29.5％（再建靱帯再断

裂 20.5％，対側 ACL 損傷 9.5％）であったと報告

している．また Shelbourne ら 2) は骨付き膝蓋腱を

用いた ACL 再建術後，18 歳未満の症例で再建靱

帯の再断裂と対側 ACL 損傷が高率にみられた（再

建靱帯再断裂 8.7％，対側 ACL 損傷 8.7％）と報

告している．今回の当院における調査では再建靭帯

再断裂率 5.5％，対側 ACL 損傷率 3.3％と比較的

良好な成績であったが，対象や経過観察期間，手

術手技，術後のリハビリテーションも異なることから，

これらの報告との単純な比較は困難であると考える．

　大見ら 3) は再建術後の再損傷についてスポーツレ

ベル・年齢に分けて調査を行い，学生かつ競技レベ

ルのバスケットボールへ復帰した症例では，同側損

傷 9.3％，反対側損傷 6.7％と再損傷が非常に多か

ったと述べている．今回の調査でも，女子バスケット

ボールで再建靭帯再断裂率 7.3％，対側 ACL 損傷

率 4.9％と高い割合で再受傷が発生していたことから

も，再建術後の再受傷を減少させるためには女子バ

スケットボールを中心に再断裂および対側 ACL 損傷

への対策が必要と考えられる．

　また，ACL 再 建 術 後の再受傷 時期について

Salmonら 4) は術後 12 ヵ月以内でのリスクが高いと

報告している．今回の調査においても，再建靭帯を

再断裂した 5 例のうち再受傷が非接触型であった 4

例は，再建術後 13ヵ月以内の時期に，競技への部

分復帰直後や完全復帰前後のタイミングで再受傷し

ており，そのような時期での各競技における危険な

動作やプレーのリスクについて選手に十分に理解さ
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表 １ ： 再 建 靱 帯 再 断 裂 例 の 個 別 デ ー タ ①  
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表 ２ ： 再 建 靱 帯 再 断 裂 例 の 個 別 デ ー タ ②  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１：再建靱帯再断裂例の個別データ①

表２：再建靱帯再断裂例の個別データ②
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せることが重要と考える．加えて，部分復帰時期は

もちろん完全復帰以降も基礎的な筋力トレーニング

や動作練習を継続して行えるよう指導し、各競技種

目に合わせて復帰段階を細かく設定することも有用

と考える．

【結語】
1. ACL 再建術後の再受傷について，学生スポーツ

選手を対象に調査を行った．

2. 再建靭帯再断裂率は 5.5％，対側 ACL 損傷率

は 3.3％であった．女子バスケットボールにおいて

高い割合で再受傷が発生しており，対策が必要と

考えられる．

3. 再建靭帯再断裂は競技復帰前後の時期に生じて

いる症例が多く，今後，その時期への対応を検

討していくとともに，継続的に基礎的な筋力トレ

ーニングや動作練習を行えるよう指導することが

重要と考える．
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